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研究成果の概要（和文）：まず、一つ目の成果は、社会学、経済学、社会福祉学、栄養学、医学などの分野にお
ける子どもの貧困に関する文献を収集し、これらの知見を元に政策提言をまとめ書籍（阿部彩「子どもの貧困
II-解決策を考える」岩波書店）したことである。二つ目は、学術分野の貧困に関する知見をインターネットを
通して発信し、行政職員、一般市民、マスメディアの人々にも貧困研究の成果を浸透させることに一役を買っ
た。本研究で運営した「貧困統計ホームページ」は毎年15万件のアクセスがある。三つ目は、ユニセフ・イノチ
ェンティ研究所との共同研究により日本の子どもの貧困を国際比較の中で描いた報告書４巻を刊行した。

研究成果の概要（英文）： By surveying numerous academic disciplines (sociology, economics, social 
welfare, nutrition, medicine, etc.) regarding child poverty in Japan, the project managed to present
 overall picture of child poverty and propose effective policy, which was compiled into a book 
entitled "Child Poverty - the Policy". Another objective of the project was to propagate knowledge 
of poverty to the public and this was done through a web page whose access reaches 150 
thousand/year.  
 Lastly, the project managed 4-year long research collaboration with UNICEF Innocenti Center to 
conduct multilateral comparative research on child well-being in industrialized coutnries. Through 
this collaboration, 4 publications were launched, as well as a book which will be published by 
Oxford University Press in April 2017.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
貧困に関する研究は、古い歴史があり多く
の記念碑的な研究の蓄積がある。欧米におい
ては、1 世紀以上も前のシーボーム・ラウン
トリー（1871-1954）や、ピーター・タウン
ゼンド（1928-2009）の功績、日本において
も江口英一（1918-2008）らを代表とする研
究者による功績が存在する。欧米の国々にお
いては、これらの研究が脈々と受け継がれて
きており、「貧困研究」という研究分野が確
固たるフィールドとして確立されており、貧
困研究に特化する研究所も存在する（英国ブ
リ ス ト ル 大 学 Townsend Centre for 
International Poverty Researchや、米国ウ
ィスコンシン大学 Institute of Research on 
Povertyなど）。これらの研究所の特徴は、学
際的に貧困という現象に取り組んでいるこ
とであり、多面的かつ複合的である貧困のメ
カニズムの解明に成果を挙げている。 
しかしながら、日本においては、長らく貧困
に関する研究が下火であったこともあり、近
年になって、多くの研究者が貧困に関する研
究を手がけているものの、それらの研究成果
がさまざまな分野（社会政策学、経済学、社
会学、社会福祉学、社会教育学、医学、心理
学、地理学など）に散在しており、体系だっ
た貧困研究として確立していないのが現状
である。それぞれの分野の研究者は交流も少
なく、お互いの研究成果についての知識も少
ない。各学術分野においては貴重な研究成果
が積まれているにも関わらず、それぞれが独
自の方法で「貧困」を定義しており、また、
独自の分野のアウトカム（例えば、経済学で
あれば所得や就労、教育学であれば学力、医
学であれば健康、など）を被説明変数として
いる分析を行っており、「貧困」という事象
の多面性を十分に考慮しきれていないこと
である。このような状況は「貧困」に抗う政
策を立案するためにも障害となっており、例
えば、貧困世帯に育つ子どもの学力を上げる
ための学習支援（のみの政策）など、子ども
のトータルな生活困難に着目しない政策が
提言される状況にある。 
 
日本の貧困研究のもう一つの喫緊の課題
は、国際比較の精緻化である。現在は、貧困
の国際比較は、OECD（経済協力開発機構）
や UNICEF（国際連合児童基金）による多国
間比較が唯一のものである。例えば、応募者
は、UNICEFが刊行する報告書『先進諸国に
おける子どもの貧困レポートカード 10』
（2012 年、UNICEF）で用いられた日本の
子どもの貧困率のデータを推計し UNICEF
に拠出したが、ここで扱われた所得データに
よる相対的貧困率のみである。所得データの
みによる貧困率の比較は、それぞれの国にお
ける社会保障制度の状況（例えば、子どもの
医療サービスや高等教育が無償か有償かと
いった違い）などを考慮しておらず、より子

どもの生活実態を直接的に測る指標を用い
た国際比較が必要である。現在、OECD や
UNICEF、欧州連合（EU）などでは、非金
銭的指標を用いた貧困の測定が急速に発展
しており（OECD,2008:UNICEF,2012）、こ
れらに準拠する日本のデータの構築が求め
られる。 

 
２．研究の目的 

 
本研究の目的は、さまざまな研究分野に散
在する日本における近年の貧困に関する研
究を概観し、それらの体系化を試みることで
ある。その上で、これをインターネットなど
の媒体を通して、貧困に関する最新の学術的
成果を提供し、異なる分野の貧困研究の交流
を促す。また、それらをわかりやすく解説す
ることにより、研究者はもとより、行政職員、
一般市民、マスメディアの人々にも貧困研究
の成果を浸透させる。さらに、貧困の国際比
較を行い、日本の貧困の特徴を描き出すとと
もに、貧困の世代間連鎖の要因分析、2009
年の政権交代移行の貧困対策の効果分析を
行う. 

 
３．研究の方法 
（１）貧困研究の体系化  
まず、貧困研究を、大きく５つのサブ・フィ
ールドに分類する：①貧困の発見（事例研究、
特別な属性に関する研究など）、②貧困の定
義と測定（大規模社会調査を用いた貧困率等
の推計）、③貧困とさまざまなアウトカム（健
康、学力、社会資本、など）の関連にかかわ
る研究、④貧困の世代間連鎖の分析、⑤貧困
政策に関する研究（貧困政策の効果・影響分
析、貧困の社会的コストに関する研究等）。 
第一段階として、各サブ・フィールドにお
ける、綿密な文献サーベイを行う。学問的に
は、経済学、社会学、社会福祉学、教育学、
医学、心理学、社会政策学などの対象とする。
そして各フィールドにおいて、研究対象、研
究方法、結果の概要、結果の制約、研究年、
筆者名、論文媒体、などの貧困文献のデータ
ベースを構築する。第二段階においては、各
サブ・フィールドごとに、これまでの貧困研
究の蓄積の中で、どのような成果が共通して
得られているのか、どのような成果は
contradicting な結果となっているのか、ど
こまでがわかっていて、どの分野からも研究
がなされていないところはどこか、をまとめ
る。第三段階においては、これらの結果を研
究者向け、および、一般市民向けの二つの媒
体にて公表する。  
 

（２）貧困の国際比較 
他 国 の 政 府 、 国 際 機 関
（OECD,UNICEF,EU など）の公式な貧
困・生活困窮・社会的排除の概念・指標の
中心に、それらの詳細な定義と、その測定
方法、用いられているデータを詳細に吟味



し、日本の既存データとの互換性を確認す
る。 
 
４．研究成果 
（１）貧困研究の体系化 
 日本における貧困研究の体系化について
は、まず、子どもの貧困について、①貧困の
発見（事例研究、特別な属性に関する研究な
ど）、②貧困の定義と測定（大規模社会調査
を用いた貧困率等の推計）、③貧困とさまざ
まなアウトカム（健康、学力、社会資本、な
ど）の関連にかかわる研究、④貧困の世代間
連鎖の分析、⑤貧困政策に関する研究（貧困
政策の効果・影響分析、貧困の社会的コスト
に関する研究等）の５つの分野に分けてサー
ベイを行った。この結果は、一般向けの書籍
にまとめられている（阿部 2014）。 
次に、子どもの「食」格差について、栄養学、
行政学、公衆衛生学からの知見をまとめ、そ
れらの代表的な研究者を一堂に会し、公開シ
ンポジウムを開催した（2016年12月14日）。
シンポジウムは、官公庁 21 名、大学・研究
者 25 名、学生 15 名、報道 9 名、その他 55
名と約 120 名が参加し、東京新聞、朝日新聞
などの主要新聞にて記事が掲載された。また、
本シンポジウムの登壇者を中心に、書籍が執
筆・刊行される予定である（2017 年秋刊行予
定）。 
 
（２）貧困研究の国際比較研究の精緻化 
本研究では、国際連合児童基金（UNICEF）イ
ノチェンティ研究所との共同研究をもとに、
４つの報告書および１つの書籍をまとめた。
まず、平成 25 年度に、『先進国における子供
の幸福度：日本との比較 特別編集版（レポ
ートカード11）』（阿部・竹沢・ユニセフ2014）」
を刊行した。これは、ユニセフが既に刊行し
ていたレポートカード 11 において、日本の
データが欠落していたため、本研究の枠組み
で研究代表者らが日本のデータを足して特
別編集版を執筆したものである。翌年の平成
26 年度は、『不況の中の子どもたち：先進諸
国における経済危機が子どもの幸福度に及
ぼす影響（レポートカード 12）』を公表した。
次に、平成 28 年度には『子どもたちのため
の公平性（レポートカード 13）』が公表され
た。最後に、平成 29 年 6月には『Building Our 
Future (レポートカード 14)』が刊行される
予定である（英語版。日本語版は日本ユニセ
フ協会より 8月刊行予定）。 
これらの報告書は、ユニセフによる国際比較
プロジェクトに、本研究の枠組みから、研究
代表者が日本についてのデータを推計・拠出
し、また、日本においての公表の際に、日本
についての解説を分析に加える形で行われ
ている。レポートカード 11 のみは、英語の
ユニセフ版の刊行の後に、日本のデータを付
け加え、全面的に書き直す形で日本特別編集
版が執筆された。それぞれの報告書は、フロ
ーレンスのユニセフ・イノチェンティ研究所

から英語版が公表されるとほぼ同時期に、日
本ユニセフ協会から和訳版が刊行されるこ
ととなっている。 
 また、最終年度にかけては、ユニセフの報
告書を基盤とした国際研究チームが立ち上
がり、2000 年代の経済危機が子どもに及ぼし
た影響についての詳細分析を国際比較した。
この研究成果は、Oxford University Press
より書籍として刊行された。 
 
（３）貧困に関する学術的成果の普及 
 本プロジェクトにて運営をしている「貧困
統計ホームページ」は、初年度に、18,000 件、
次年度までに 65,000 回のアクセスがあり、
近年は年間 15 万件ほどで推移している。本
ホームページは、日本における貧困統計を得
る場所として、行政、マスコミ、一般市民等
に広く普及しており、行政文書等にも引用さ
れている。また、ホームページを通した問い
合わせも多数発生しており、年間平均 50 件
ほどの問い合わせに対処している。近年は、
自治体による問い合わせが多く、その多くが
自治体による実態調査の実施・計画に関する
ものであったため、「自治体による子どもの
貧困実態調査の方法」と称するページを別に
設け、社会調査の学術的ノウハウを一般行政
にも還元できるようにした。すでに、東京都
を始め、十数件の自治体から相談を受けてい
る。 
 また、貧困に関する新しいデータの普及に
も努めており、厚生労働省「国民生活基礎調
査」を二次利用申請し、最新の貧困率等の統
計や、1985 年まで遡った時系列の統計を推計
し、それらを「貧困統計ホームページ」にて
公開した。 
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